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アジア太平洋地域のCFOにとってのNext Initiative アジア太平洋地域CFOサーベイ2023

はじめに

デロイトの「アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）」で調
査対象となったCFO（最高財務責任者）の71%が「企業変革を牽引することへの期待」により
自身の責任範囲が拡大したと考えている。

この結果には何も驚くことはない。現在のグローバルなビジネス環境において、景気変動、経済
成長の鈍化、インフレの急加速、金利の上昇などさまざまな状況に企業が直面している。さらに、
デジタル化や、気候変動への積極的な対応の必要性などを背景に、抜本的な変革の時代が到来
している。このような前例のない変化、つまり「ビジネス・アズ・アンユージュアル（いつもと違
うやり方）」が求められる状況を背景に、現代のCFOはより重要な役割や、新たに生まれるイニ
シアティブを担う中心的な存在となっているからである。

例えば、世界中でESGに関する規制対応が求められるなかで、財務報告のあり方も大きく変化
している。こうした破壊的変化や不確実性のなかでも、チャンスは豊富に存在しており、大きな変
革を果たしている企業もある。CFOは、SDGs（持続可能な開発目標）やESG対応から、最先
端の ITテクノロジーや地政学的リスクへの対応まで、多種多様な喫緊の課題に取り組んでいる。
このような変革の時代において、CFOと経理財務部門は、今後の新たな役割への対応を円滑に
進めるために、システムや体制を変化に適応させ、強化していかなければならない。

当然のことながらアジア太平洋地域におけるCFOは、自身の役割の進化に伴う職務範囲の拡
大に対応し、業務を遂行していかなければならないが、各市場によって優先事項の順位付けと
対応に向けた準備が異なってくる。それらを明らかにするために「アジア太平洋地域CFOサーベ
イ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）」を実施した。第1回目となる今回の調査では、オー
ストラリア、中国、インド、日本、東南アジア地域に焦点を当て、経理財務機能の地域別動向を
分析している。本調査の分析が、変革を進めるCFOの活動の参考になれば幸いである。

調査の概要
デロイトの「アジア太平洋地域CFO
サーベイ」は、アジア太平洋地域にお
ける主要なCFO（最高財務責任者）
を対象とした年次調査である。1回目
となる今回のサーベイは、アジア太平
洋地域の276人のCFOを対象に、課
題認識、対応の優先事項、取り組んで
いる施策などをより深く理解すること
目的として実施した。本サーベイは、
2023年6月から7月にかけて、オー
ストラリア、中国、インド、日本、東南
アジア（SEA）のアジア太平洋地域の
5ヵ国・地域で実施された。調査サン
プルの72％は、売上高が1億米ドル
を超える企業で構成されており、調査
対象となったセクターは、金融、ライ
フサイエンス・ヘルスケア（LS&HC）、
製造、政府・公共サービス、テクノロ
ジー・メディア・通信（TMT）、エネ
ルギー・資源、消費財であった。
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アジア太平洋地域のCFOの大半は、自国の経済見通しに対して楽観的または
中立的な見解を示している
今後12ヵ月における自国経済に対するCFOの見通し

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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最初のサーベイ項目は自国の経済見通しについてである。
アジア太平洋地域全体ではCFOの30％が今後の自国経
済の見通しに対して楽観的な見解を示している。その中で
もインドでは、CFOの76％が今後の自国経済の見通しに
対して自信を持っていると回答している。

しかし、このような楽観的な見解がある一方で、中立的な
見解を示すCFOも多数存在している。例えば、日本では
CFOの実に71％が自国の複雑な経済状況を認識し、慎
重な姿勢で中立的な見解を示している。同時に、オースト
ラリアと中国ではCFOの半数が慎重な見解を示し均衡が
とれた状態になっている。

全体としては、楽観的、中立的な見解が悲観的な見解を
上回っている（図1）。アジア太平洋地域のCFOは各国、
地域における多様な経済状況を踏まえ、自国の進化する
経済見通しに対してそれぞれ独自の見解を示している。

国内経済と企業の
財務状況に関する展望
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アジア太平洋地域では自社の財務的な見通しに対して楽観的な見解を示す
CFOの割合が多い
今後12ヵ月における自社の財務についての見通し

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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今後12ヵ月における自社の財務的な見通しについては、
アジア太平洋地域全体でみると、「悲観的」（12％）よりも
「楽観的」（41％）と回答したCFOの割合が高かった（図
2）。自社の財務的な見通しに関するCFOの見解は、自国
経済の見通しに関するCFOの見解を密接に反映している。
例えば、インドでは楽観的な見解の割合が際立って高くなっ
ており、自社の財務的な見通しに関して、CFOの65％が
「楽観的」、20％が「とても楽観的」と回答している。同様に、
自社の財務的な見通しに関して、「どちらでもない」と回答
したCFOの割合が日本（67％）と中国（57%）では高くなっ
ている。一方、オーストラリアではCFOの46％が自社の
財務的な見通しに関して「楽観的」と回答しており、「どち
らでもない」と回答したCFOの割合を上回っている。
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CFOは、「世界的な景気減速／後退」および「地政学リスク」を自社のビジネスへの
最大の外部リスクとして挙げている
重大な外部リスク

地政学リスク

新興国からの資本逃避

世界的な景気減速／
後退

自国の景気減速／後退

デジタルおよび技術領域
における変革

規制改正や政府の
政策変更

為替変動

サイバーセキュリティ

原材料価格高騰

インフレ

金利変動

サプライチェーンの分断

気候変動

中国 インドオーストラリア 東南アジア諸国 AP全体日本

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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 • アジア太平洋地域レベル：アジア太平洋地域全体では、
CFOの57％が「世界的な景気減速／後退」を最大の
外部リスクであると考えている。その後に「地政学リス
ク」（48%）と「自国の景気減速／後退」（45%）が僅
差で続いている。

 • 各国、地域固有の懸念事項：上記の外部リスクはアジ
ア太平洋地域全体で多く挙げられたが、オーストラリア
のCFOの回答は特徴的であった。オーストラリアでは、
CFOの51％が「インフレ」について懸念を表明してい

る一方で、39％が「規制改正や政府の政策変更」の影
響を注意深く監視している。日本ではCFOの43％が
「為替変動」を重大なリスクとして挙げており、また中
国ではCFOの27％が「規制改正や政府の政策変更」
の影響を懸念している。インドではCFOの27％が「デ
ジタルおよび技術領域における変革」を自社ビジネス
への重大な外部リスクと考えている。東南アジア地域
に関しては、CFOの80％が「世界的な景気減速／後
退」を懸念しており、また33％が「新興国からの資本
逃避」を懸念材料として挙げている（図3）。

懸念される外部リスク: 
「世界経済の減速」が半数を超える
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アジア太平洋地域のCFOは自社のビジネスに対するさまざまな内部リスクを
懸念している
重大な内部リスク

重要な人材の獲得と定着

製品または市場の混乱

サービス／製品に対する
需要の変動

バランスシートにおける
借入水準

中国 インドオーストラリア 東南アジア諸国日本

戦略遂行能力の欠如

規制要件への対応

テクノロジーの導入と
デジタルディスラプション

チーム・組織のパフォーマンス
および稼働率

データセキュリティおよび
管理

キャッシュフローまたは
オペレーション上の問題

AP全体

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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 • アジア太平洋地域レベル：CFOの59％が「重要な人
材の獲得と定着」を最大の内部リスクと考えており、
46％が「サービス／製品に対する需要の変動」を懸念
しており、また38％が「戦略遂行能力の欠如」を懸念
材料と考えている（図4）。

 • 各国、地域固有の懸念事項：日本では43％、中国で
はCFOの34％がそれぞれ「チーム・組織のパフォーマ
ンスおよび稼働率」を内部リスクと考えている。オース
トラリアではCFOの39％が内部リスクとして「データ
セキュリティおよび管理」に関連するリスクを挙げてお
り、アジア太平洋地域全体の18％を上回っている。イ
ンドではCFOの35％が「テクノロジーの導入とデジタ
ルディスラプション」を内部リスクと考えている。

懸念される内部リスク: 
「人材」関連の懸念が上位を占める
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アジア太平洋地域では大多数のCFOが自社の事業環境へのリスクを管理する
手段として「テクノロジー／オートメーション技術の導入」に傾倒している
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出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）

リスク管理手法
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リスク管理手法
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CFOは日々さまざまな感情やリスクと対峙して、それぞれ
が独自の見識を持っている。自社の事業環境が直面してい
るリスクの管理に関しては、アジア太平洋地域全体では、
CFOの51％がリスクを管理するための手段として「テクノ
ロジー／オートメーション技術の導入」を挙げている（図
5）。一方、インドではCFOの78％が、東南アジア（SEA）
地域ではCFOの74％が同様に「テクノロジー／オート
メーション技術の導入」を前向きに検討している。

さらに、アジア太平洋地域全体ではCFOの38％が、「業
務オペレーションの管理体制の改善」を実行することによっ

て事業環境が直面しているリスクを制御していると回答し
ており、中国とインドでも同等の割合のCFOが同じ回答を
している。また、事業環境が直面しているリスクを管理する
手段として、アジア太平洋地域全体でCFOの33％が「よ
り積極的なコスト管理」を挙げており、オーストラリアでは
40％が、この手段に賛同している。興味深いことに、日本
ではCFOの52％が「ポートフォリオおよび投資判断の積
極的な監督」を実施することによって事業環境が直面して
いるリスクを管理していると回答しているが、対照的にアジ
ア太平洋地域全体ではこの回答の割合はわずか19％にと
どまっている。
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今後12ヵ月におけるアジア太平洋地域のCFOにとっての最重点領域は引き続き
「収益成長」、「コスト管理」、「生産性の向上」となっている
今後12ヵ月におけるビジネス上の重点領域

収益成長

コスト管理

生産性の向上

市場の拡大

中核事業への集中

新製品・サービスの投入

ガバナンス強化・リスク
管理

ポートフォリオ
マネジメント

キャッシュフローの
増大

買収による事業拡大

レバレッジの解消
（デレバレッジ）

設備投資の拡大

資産の売却

増配または自社株買い

人材の育成・獲得

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）

中国 インドオーストラリア 東南アジア諸国 AP全体日本
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アジア太平洋地域のCFOにとってのNext Initiative アジア太平洋地域CFOサーベイ2023

本サーベイ結果によれば、アジア太平洋地域全体では
CFOは来年度に「収益成長」（62％）、「コスト管理」
（56％）、「生産性の向上」（37%）に重点的に取り組む予
定であることが分かった（図6）。オーストラリアを除くアジ

ア太平洋地域の大半の市場では多くのCFOが一貫して「収
益成長」への取り組みを最優先事項として挙げている。そ
の一方で、オーストラリアではCFOの75％が「コスト管理」
を最優先事項として挙げている。CFOにとっての優先事項

今後12ヵ月におけるCFOの焦点
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はアジア太平洋地域の国・地域によって異なっていること
がうかがえる。例えば、日本では「収益成長」（48％）に加
えて、「人材の育成・獲得」（48％）が主要な優先事項となっ
ているが、これは日本に特有なもののようである。中国で
は、「収益成長」（70％）と「コスト管理」（49％）が依然と
してCFOにとっての上位2つの優先事項となっている一方
で、35％が来年度は「キャッシュフローの増大」に重点的
に取り組むと回答しており、その後に「市場の拡大」と「中
核事業への集中」がそれぞれ33％と続いている。
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CFOの役割における重点はコントロール（統制）から「影
響」を与えることへ移行しつつあり1、指示を与えることよ
りも、さまざまなステークホルダー間の目線や、優先事項
を合致させ調整することが重要な役割の一つとなりつつあ
る。しかし、これは消極的なスタンスを取ることを意味する
のではなく、むしろ影響と統制とをどのようにうまく両立さ
せるかを改めて検討することを意味しているのである。ま
た、CFOは概して経理財務部門により広範な考え方や文
化的な変革が必要であると考えており、特に財務人材に権
限を与え、より戦略的に考えるよう動機づける必要性を指
摘している。そのため特定の状況によっては、チームメン
バーを配置転換すること、部門横断プロジェクトへの参加
を奨励すること、あるいは、日々の業務と自社の包括的な
ビジネス戦略をより関連づけることができるよう支援する
ことなどが必要になる。

アジア太平洋地域全体では、調査対象となったCFOの
77％が、「経営層（CxO）からの期待」という観点から、こ
こ2年間で自分の責任が「やや増えた」または「大幅に増え
た」と回答している（図7）。注目すべき点は、インドの回答
（CFOの86％）がそう回答したことがアジア太平洋地域全
体の数値に大きな影響を与えていることである。

アジア太平洋地域の企業はそれぞれ、企業の成長を飛躍
的に加速させ、今後市場でより永続的な地位を築くために、
種々の変革に重点的に取り組んでいる。同時に、変革を効
果的に推し進めるためには、CFOを含む上級経営幹部が
自ら先頭に立って変革を主導し、変革の取り組みがうまく

連携されていることを確認し、従業員に対しては水先案内
人としての役割を果たす必要があることは広く認識されて
いる。

このように、CFOは変革への取り組みの陣頭指揮をとる上
で極めて重要な役割を担っている。変革を主導することに
関して、程度の差こそあれどアジア太平洋地域全体の
CFOの実に71％がここ2年間で、自分の責任が拡大した
と考えている。注目すべき点は、インドのCFOの84％が自
分の責任が拡大したと回答していることである。

「新たな規制や基準に基づいた報告作業」による責任の増
大については、アジア太平洋地域全体ではCFOの65％が
この2年間で自分の責任が「やや増えた」または「大幅に増
えた」と回答している。

また、アジア太平洋地域全体のCFOの56％が、「新たな
規制や基準を取り入れたことによる従来の財務に係る仕
事量」に関して自分の責任がこの2年間で「やや増えた」ま
たは「大幅に増えた」と回答しており、割合が最も高かった
のは東南アジア地域（65％）だった。

役割の拡大に関しては、アジア太平洋地域全体のCFOの
54％が、「調達や ITなどの新しい分野における役職責任」
がこの2年間で「やや増えた」または「大幅に増えた」と回
答しているが、43％は中立的なスタンスを維持し、「どちら
でもない」と回答している。

変化するCFOの役割と責任



経営層（CxO）からの
期待

企業変革を牽引する
ことへの期待

新たな規制や基準に
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エンゲージメント強化

図7

CFOとして求められる期待・責任はこの2年間でどのように変化したか

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）

大幅に縮小した、もしくはやや縮小した どちらでもない 大幅に増えた、もしくはやや増えた
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CFOの「新規市場／他市場の監督責任」の増大に関して
は、ほぼ半数のCFOが、責任が「やや増えた」または「大
幅に増えた」と回答したが、同じ割合のCFOが中立的な
立場をとり「どちらでもない」と回答している。

また、「取引先やステークホルダーとのエンゲージメント強
化」の影響については、アジア太平洋地域全体のCFOの
68％が、この2年間で責任範囲が「やや増えた」または「大
幅に増えた」と回答している。

この調査結果は驚くような内容ではない。現代のCFOに求
められる役割がコスト管理から戦略的なビジネスパート
ナーへと移行していく中で、さらには経理財務部門を従来
型の経理・会計を中心とした機能から価値創造を目指す機
能への移行を牽引することへの期待も高まっている。経理
財務部門のデジタルトランスフォーメーションは、最終的に
は企業のビジネス機能と経理財務機能のインテグレーショ
ン（統合）の深化につながるが、目標を達成するためには
他部門との連携とエンゲージメントが必要になるであろう。 
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アジア太平洋地域のCFOは、従業員のキャリアアップ機会の欠如から
スキルアップのジレンマまでさまざまな人材問題に取り組んでいる
人材の確保と定着に影響を与える要因

競合他社が提供する魅力的
なオファー（ポジション・
業務内容・給与含む）

価値観、期待、文化的な
適合性の不一致

キャリアアップ機会の欠如や
不明瞭なキャリアパス

育成した人材の離職

競争力のある処遇・
給与体系

労働条件と柔軟性

モチベーションの欠如

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）

中国 インドオーストラリア 東南アジア諸国 AP全体日本
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人材
急速に進化するビジネス環境においては常に変化と対峙
することになるが、その中で、人材こそが企業を未来に導
く要なのである。どの業界全体においても従来の役割が進
化すると同時に、テクノロジーの進歩が仕事を侵食してい
る。しかし、テクノロジーは本質的には促進剤であり、イノ
ベーションを促進させ、人間の能力を高めるものであるこ
とを認識しておくことが重要である。テクノロジーは人材に
取って代わることはできない。この枠組みの中で、人間の
思考プロセスや人間の視点が、テクノロジー主導の未来に
向けて企業に力を与える誘因となるであろう。

多くの企業は、財務運用モデルを再評価し、将来のビジネ
スニーズを予測しながら、現状の人材と今後必要な人材の
ずれを特定し始めている。多くの場合、これらの人材のず
れを埋めるためには、従来の財務の枠を超えて、データの
収集、分析およびモデリングに関する専門知識を有する人
材を取り込むことが必要になる。CFOは、従来の会計処
理能力と専門的な技術スキルを両立させることの重要性
を認識している。

また、CFOは自身のリーダーシップの在り方を進化させる
必要性も認識している。燃え尽き症候群や過労に取り組む
社会的な潮流に合わせ、より人に寄り添い、個人に対して
より大きなエンパシー（共感力）を持つことを実践している。
アジア太平洋地域では、リモートワークやハイブリッドワー
クなど新しい働き方モデルに加えて、CFOは次の2つの重
要な取り組みを行っている。

1. トップ人材の獲得と定着

2. 既存の従業員の能力向上、再教育（リスキリング）、
およびスキルアップ

人材の獲得と定着についての鍵
 • キャリアアップ：アジア太平洋地域全体のCFOの

73%が「キャリアアップ機会の欠如や不明瞭なキャリ
アパス」を従業員に関する最も重要な課題として挙げ
ている（図8）。

CFOが注目すべき新たな重要事項
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アジア太平洋地域のCFOは、従業員の能力向上、再教育、スキルアップを図るために
さまざまな戦略に重点的に取り組んでいる

習熟レベルに基づく
研修機会の提供

既存テクノロジーを
利用した研修機会の提供

新規テクノロジーの導入に
よる新たな研修機会の提供

現場での実務経験を通した
能力向上

中国 インドオーストラリア 東南アジア諸国日本

タレントマーケットプレイス*
の活用

能力を重視したキャリアパス
の設計

企業としての能力および
業務分類表の設計

従業員報酬および表彰制度
の導入

メンター・バディー制度などの
支援制度の導入

AP全体

*人材のキャリアやスキルを可視化・拡張し、柔軟に配置転換をしながら育成、活用するマネジメント・プラットフォーム

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。
出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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 • 処遇・給与体系：アジア太平洋地域のCFOのそれぞ
れ57％が「競争力のある処遇・給与体系」を2番目
の懸念事項として挙げ、オーストラリア、中国、インド
も類似した数字を見せている。

 • 地域的なばらつき：人材の獲得と定着のための重要
な要因として、東南アジア（70％）、インド（63％）、お
よび日本（52％）のCFOは「競合他社が提供する魅
力的なオファー（ポジション・業務内容・給与を含む）」
を挙げているのに対して、中国（52％）のCFOは「価
値観、期待、文化的な適合性の不一致」を重視している。

既存の従業員の能力向上、再教育、スキルアップについて
の鍵
全体的にCFOは、従業員の一般的な会計処理能力と専門
的な技術スキルとの適正なバランスを取ろうとしている2。

アジア太平洋地域全体のCFOの59％が、従業員が確実
に適切な能力を身につけるために「現場での実務経験を
通した能力向上」の機会の提供に重点的に取り組んでいる
と回答している（図9）。オーストラリアと日本では、この戦
略がその他の戦略よりも優先されており、オーストラリアの
CFOの83％、日本のCFOの90％がそれぞれ従業員に対
する「現場での実務経験を通した能力向上」の機会の提供
に重点的に取り組んでいる。さらに、日本のCFOの71％
が、従業員のスキルアップのために「習熟レベルに基づく
研修機会の提供」を実施していると回答しており、一方で
アジア太平洋地域全体は45％であった。興味深いことに、
「タレントマーケットプレイスの活用」や「新規テクノロジー
の導入による新たな研修機会の提供」はスキルアップのた
めの戦略としてはあまり人気がなかった。
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Source:  Deloitte Asia-Pacific CFO Survey, 2023.
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現場での実務経験を通した
能力向上

エネルギー
・資源 金融消費財 LS＆HC製造

タレントマーケットプレイス*の活用

能力を重視したキャリアパスの設計

企業としての能力および
業務分類表の設計

従業員報酬および
表彰制度の導入

メンター・バディー制度などの
支援制度の導入

その他TMT

注: 本設問は複数回答式です。パーセンテージの合計は100にならない場合があります。

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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アジア太平洋地域全体の調査対象のCFOの64％が、従
業員のスキルアップの意欲を高めるために、「従業員報酬
および表彰制度」を活用していると回答している。業種別
では、金融業界のCFOの74％が「現場での実務経験を通
した能力向上」に重点を置いている（図10）。興味深いこ
とに、「既存テクノロジーを利用した研修機会の提供」は、
大半の業界のCFOにとって優先順位が低いように思われ
る一方で、金融業界のCFOの45％は、従業員の能力向上、
再教育、スキルアップを図るために積極的に取り組んでい
ると回答している。

こうした現実を踏まえて、CFOは、チームの士気を保つた
めに競争力のある報酬体系とキャリアアップ機会の提供を
確実にし、より優秀な従業員の獲得と定着を目指す中で、
人材採用戦略とスキルアップ戦略をアップデートする必要
がある。一般的な会計処理能力と専門的な技術スキルと
のバランスを取り、生成AIを活用し、信頼性と効率性を高
めるためにデータガバナンスを強化することは、経理財務
部門を経営層（CxO）の戦略的なビジネスパートナーの役
割を担い、進化するうえで極めて重要になるだろう。
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アジア太平洋地域のCFOは経理財務部門のイネーブラーとして
テクノロジーを活用している
アジア太平洋地域のCFOによるイネーブラーとしてのテクノロジーの活用方法
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テクノロジー
アジア太平洋地域のCFOは、テクノロジーの導入は避け
ては通れない道であることを十分理解している。デジタル
化は、持続的な価値創造を実現するための重要な道筋に
なりつつある。経理財務部門のデジタル化は、すなわち企
業全体のデジタル化構築、実現において大きな役割を果た
す。また、これまでもオートメーションやデジタルテクノロ
ジーの導入は経理財務部門の重要な関心ごとであり、迫り
来る経済環境の不確実性に直面し、経理財務部門は予測
能力の強化とコスト管理へのより積極的な取り組みを優先
している。

さらに、アジア太平洋地域のCFOは、経理財務部門を成
功に導く手段としてテクノロジーを活用している（図11）。

中国、インド、東南アジアを筆頭にアジア太平洋地域全体
のCFOの53％が「電子インボイス」を、48％が「RPA（ロ
ボティックプロセスオートメーション）」を活用している。そ
の一方で、中国、オーストラリアを含むアジア太平洋地域
全体のCFOの47％が「経営管理のデータプラットフォー
ム」テクノロジーを活用していると回答した（図11）。

興味深いことには、経理財務部門で「AI、機械学習、アル
ゴリズム」を活用していると回答したCFOの割合が比較的
低いことがある。生成AIの活用がコスト削減、効率性と生
産性の向上、予測能力の改善などにつながる可能性があ
ることを考えると、この利用割合の低さに警戒する必要が
ある。
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しかし、テクノロジーの活用状況は依然としてアジア太平
洋地域の国・地域によって異なっている。東南アジア地域
ではCFOの74％が「電子インボイス」活用しているが、一
方でアジア太平洋地域全体ではこの割合が53％となって
いる。同様に、日本ではCFOの86％が「シェアードサービ
ス／オペレーションプラットフォーム」のためにテクノロジー
を活用しているが、アジア太平洋地域全体ではこの割合が
43％となっている。例えば、インドに拠点を置く世界的な
大手自動車メーカーのタタ・モーターズによれば、同社の
データドリブンな取り組みによりコロナ禍で生まれたビジ
ネス上の課題を克服する上での一助になったとしている。
このようにデジタルトランスフォーメーションは企業が「生き
残ること」だけではなく、新しい機会を提供することができ
る。タタ・モーターズは、今後のオペレーションの最適化の
ために、カスタマー情報、ルート最適化情報、政府規制情
報などからテレマティクスデータ（自動車に搭載したドラレ
コ等の通信システムにより得られる自動車走行データ）を
取り込むことを計画している3。
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新たな気候変動に関する報告義務の導入はアジア太平洋地域における
企業の財務報告に大きな影響をもたらしている

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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新たな気候変動に関する報告義務の導入はアジア太平洋地域における
企業の財務報告に大きな影響をもたらしている

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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サステナビリティ（持続可能性）とESG（環境・社会・ガ
バナンス）
アジア太平洋地域の多くの企業は、気候変動への対応とい
う喫緊の課題に直面している。同地域の規制環境は変化を
しつつあり、各国の政府や政策当局は自主的な情報開示
からコンプライ・オア・エクスプレイン方式（定められる
原則の順守を一律に強制するのではなく、原則の趣旨、内
容を理解した上で、なお原則の実施が適切でないと判断す
る場合にその理由の説明を求める方式）の情報開示へ、さ
らには情報開示の義務化へと移行している（図12）。

オーストラリア、中国、シンガポールは、自国の市場の現状
を認識した上で、段階的な取り組みを始めている。例えば、
一部の国では、初期の段階では特定のセクターや上場会
社に優先的に準拠させるようにしており、その後、残りのセ
クターが後に続く予定になっている。

新たな気候変動に関する報告の義務化を踏まえて、アジア
太平洋地域全体のCFOの46％は、当該報告の義務化が
今後2～5年以内に及ぼす自社の財務報告への「影響は
中程度である」と考えており、また18％は「影響は非常に
大きい」と回答している。本サーベイ結果によると、オース
トラリアのCFOの61％、日本のCFOの62％がそれぞれ
自社の財務報告への「影響は中程度である」と見ている一
方で、中国のCFOの44％は「影響は限定的である」と回
答している。



図13

アジア太平洋地域の大半のCFOが気候変動に関する報告義務の準拠に必要な
プロセスを導入する予定である

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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アジア太平洋地域の大半のCFOが気候変動に関する報告義務の準拠に必要な
プロセスを導入する予定である

出所: デロイト アジア太平洋地域CFOサーベイ2023（Deloitte Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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コンプライアンス（法令順守）計画： 
ギャップを埋めるために
気候変動とサステナビリティに関する企業の取り組み情報
の開示義務の導入に伴い、当該開示義務の準拠に必要な
準備の程度を考慮すると、想定されている対応の負担と適
切な実施プロセスの導入状況にギャップが存在しているこ
とが本サーベイ結果で示されている。気候変動に関する報
告義務の準拠のためのプロセスの導入について、現時点で

は、「すでに適切なプロセスを導入済みである」と回答した
CFOの割合はアジア太平洋地域全体でわずか27％にと
どまった一方で、同回答をしたCFOの割合が最も多かった
のは東南アジア地域で46％となっている（図13）。

アジア太平洋地域全体ではCFOの62％が「今後必要な
プロセスを導入する予定である」と回答しており、またオー
ストラリアのCFOの93％が同じ回答をしている。
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気候変動、サステナビリティ、ESGに関する課題に取り組む準備が「ある程度整っている」と回答し
たCFOの割合は、アジア太平洋地域全体ではわずかに過半数を超えるレベルにとどまっている
ESGの優先事項に取り組むための準備状況

出所: デロイト アジア太平洋地域のCFOサーベイ2023（Asia-Pacific CFO Survey 2023）
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サステナビリティ、気候変動、ESGに関する優先事項に取
り組むための企業の準備状況にばらつきがあることが本
サーベイ結果で示されている。例えば、アジア太平洋地域
全体でわずかに過半数を超える（56％）CFOが、準備は
「ある程度整っている」と回答している（図14）。さらに、
中国のCFOの38％が、準備は「あまり整っていない」と
回答しており、これに対してアジア太平洋地域全体の回答
は21％となっている。また、東南アジアのCFOの41％が
準備は「十分整っている」と回答しており、これに対してア
ジア太平洋地域全体の回答は23％であった。

現時点での重要な問題は、アジア太平洋地域のCFOが新
しい報告義務に適応し、気候変動とサステナビリティに対
処する方向で、先を見据えた自主的な対策を講じる上で十
分な態勢を整えているかどうかである。本サーベイ結果で
は、さらに多くの準備が行われる必要があることや、CFO
としての進化した役割を遂行するためには、大きな飛躍を
遂げる必要があることが示唆されている。
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アジア太平洋地域のCFOはサステナビリティにおける自らの役割に対する認識を強めており、
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アジア太平洋地域のCFOはサステナビリティにおける自らの役割に対する認識を強めており、
67％が「サステナビリティや気候変動への取り組みに向けた各種政策への準拠」を支持している
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先を見据えたサステナビリティの取り組み
アジア太平洋地域のCFOは、サステナビリティにおける自
らの役割に対する認識を強めており、アジア太平洋地域全
体のCFOの67％が、「サステナビリティや気候変動への取
り組みに向けた各種政策への準拠」を積極的に支持して
いる（図15）。こうした先を見据えた取り組みは、日本
（86％）と東南アジア地域（85％）で特に顕著にみられる。
多くの企業が持続可能な慣行を取り入れており、アジア太
平洋地域全体のCFOの半数以上が、「より持続可能な原
材料の使用」を実践しており、また「サプライヤーや取引先
に対して、特定の環境・サステナビリティ基準を満たすこ
とを奨励または要求」している。

しかし、アジア太平洋地域では引き続き国・地域によって
辿る道筋が異なっている。例えば、日本のCFOの52％が
「再生可能エネルギーの購入（直接購入、契約購入、ある
いはグリーン電力証書制度）」と回答しているが、これに対
してアジア太平洋地域全体では23％であった（図15）。一
方で、中国のCFOの44％が「従業員自身の積極的な活動
に対する支援」と回答しているが、アジア太平洋地域全体
での回答は21％であった。
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サステナビリティへの取り組みはアジア太平洋地域の業種や国・地域によって
大幅に異なっている 
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サステナビリティへの取り組みはアジア太平洋地域の国・地域によって
大幅に異なっている 
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報告・開示の制度が変化し、気候変動やサステナビリティ
に対する責務が増大するにつれて、CFOの役割も必然的
に進化し新たな責任も生じるであろう。アジア太平洋地域
全体のCFOの48％が、気候変動への取り組みの推進にあ
たってのCFOの主要な役割は「持続可能な開発に関連す
る財務データの透明性の向上」であると回答しており、中国
（65％）と東南アジア地域（52%）のCFOの大半が同意し
ている（図16）。アジア太平洋地域全体のCFOの14％は、
CFOの主要な役割は「予算作成、財務報告および資本配
分と気候変動リスク管理の統合」であると回答した一方で、
12％は「全社的なグリーン投資やグリーンファイナンスの
推進」であると回答している。

信頼とガバナンス
信頼とガバナンスは、テクノロジー、人材、ESG／サステナ
ビリティに関する報告／開示という他の3つの必須事項の

すべてに不可欠である。プロセスやシステムの変革が効果
的であるためには、信頼がベースにあり、なおかつ検証可
能なデータによって管理されていなければならない。ESG/
サステナビリティに関する報告はデータ実証が必須であり、
強固なデータガバナンス、特に財務報告や経理財務のデジ
タルは信頼関係構築に向けて重要な観点となる。

気候変動に関する報告をめぐる規則や規制はいまもなお
進化しており、地域によってかなり異なる場合があることか
ら、求められる透明性を保ち、包括的に基準を達成するの
は困難な状況である。現時点では、複数のサステナビリティ
に関する報告の枠組みやガイドラインが国・地域を超えて
浸透していることや、データの収集、検証、報告の方法に
一貫性がないことによって、情報開示に大きな課題が生じ
ており、ESGデータが不十分な状況にある。
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さらに、アジア太平洋地域のCFOはデータを活用して、共
通理解と協業のための共通のプラットフォームを確立しな
ければならない4。東南アジア地域のCFOは、経理・財務
情報の「番人」としての伝統的な役割を踏まえ、経理財務
部門がときどきデータを過度に保護する傾向を見せる場合
があることを認識している。しかし、変化する時代にCFO
が信頼を築き、かつ価値を高める方法を模索するなかで、
データシェアリング（データの共有・公開）に対してよりオー
プンな姿勢を取ることが、異なるビジネスユニット（事業部
門）間での共通理解と協業のための共通のプラットフォー
ムの確立に大いに役立つ可能性がある。

例えばあるCFOは、データシェアリングの改善によって、
いわゆる「影の経理財務組織」（個別のビジネスユニット
が本社の経理財務組織から必要とする支援を受けられな
いという認識の下に設置した独自の経理財務組織）と本社
の経理財務部門との連携や業務遂行能力が向上し、各ビ
ジネスユニットの本社部門に対する信頼を築く上での一助
となったと述べている。

テクノロジー、ESG、人材に関する喫緊の課題に対しては、
信頼とガバナンスの強固な基盤の上に構築する必要があ
るとの認識を踏まえて、アジア太平洋地域の国々はその基
盤を構築するための法整備を進めている。例えば、シンガ
ポールでは、2022年にシンガポール証券取引所の上場会

社のコーポレートガバナンス（企業統治）に対する全体的
な信頼度が過去最高に達している5。2022年の「シンガ
ポール企業統治・透明性指数（SGTI：シンガポールの上
場会社の企業統治と透明性を図る指数）」6では、同指数
が最初に公表された2009年以降、企業統治と透明性の
両方のカテゴリーでスコアが向上し続けていることが示さ
れている。

さらに、シンガポールでは、サステナビリティに関する企業
の情報開示に対する信頼性を向上させるために業界レベ
ルでいくつかの取り組みが進行中である7。例えば、シンガ
ポール金融管理局（MAS）とシンガポール証券取引所
（SGX）は、「企業がESGデータを定型的かつ効率的に報
告することが可能となり、また一貫性があり比較可能な形
式のESGデータに投資家がアクセスできること」を目的と
したデジタル開示ポータルである「Genome」を共同で立
ち上げている。一方、日本では、信頼の醸成につながり得
るいくつかの取り組みが企業によって着手されている。例
えば、「日本版コーポレートガバナンス・コード」と「投資
家と企業の対話ガイドライン」は2021年に改訂されてお
り、その主な改訂の1つとして、「多様性（ダイバーシティ）
の確保」が盛り込まれている。「多様性の確保」とは、企業
が、女性、外国籍、中途採用者の登用を通じた経営幹部層
の多様性を確保するための方針を開示し、自主目標を設
定することと定義されている8。
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テクノロジーや規制の変化は、アジア太平洋地域における
CFOの優先事項に影響を与えており、経理財務部門の変
革は避けては通れない状況となっている。進化の実現には
経理財務、ビジネス、テクノロジーのより深い融合の実現
が進化には不可欠であり、CFOの役割は、従来のデータ
や経理財務情報の「番人」から価値創造へとシフトしてい
る。アジア太平洋地域のCFOが変化の移行を乗り切るに
あたり、以下の4つの提言が、CFOの取り組みを着実なも
のとし、強固な基盤の構築の一助になるかもしれない。

1. シナリオ分析を強化し、組織の戦略的アジリティ（敏捷
性）を高める
本サーベイ結果では、積極的にシナリオ分析を行っている
CFOの割合はアジア太平洋地域全体で15％に過ぎない
ことが示されている。CFOはリスク管理において第一防衛
線としての役割を果たすことはないかもしれないが、企業
の財務健全性の番人として、戦略的なリスク管理とオポ
チュニティ（機会）の特定まで範囲拡大される可能性があ
る。リスクと機会のバランスをとるということは、シナリオ
分析とストレステストを実行する組織能力を向上すること
が必要となり、急速に変化する環境において、より戦略的
かつアジャイルであることが求められていると考えられる。
状況に応じて効果的かつ柔軟に対応するためには、CFO
は以下のリスクに対処するための専門のシナリオ分析チー
ムを設置することを検討すべきである。

 • 財務リスク：CFOは、企業の資本構成の第一監視者
として、投資ポートフォリオと全体的なリターンに対す
るリスクの集合的影響（コレクティブインパクト）を評
価するために、単一シナリオ分析からマルチシナリオ
分析に進んでいくことが不可欠になっている。本サーベ
イ結果では、ビジネスモデルのストレステストの実施に
積極的に取り組んでいるCFOの割合がアジア太平洋
地域全体でわずか17％に過ぎないことが示されてい
る。また、財務リスクを分散するためには、世界の地域
ごとに個別の資金プールを設置することも不可欠に
なっている。

 • 戦略的リスク：事業ポートフォリオの定期的なストレス
テストの実施や、仲介業者や下請け業者を精査する必
要性がますます重要になっている。どちらも、戦略的目
標を達成する可能性とビジネスの持続可能性に影響を
与える。本サーベイ結果では、リスク管理の戦術として
質の高い仲介業者や下請け業者を雇っているCFOの
割合がアジア太平洋地域全体でわずか9％にとどまっ

ていることが示されている。企業全体で戦略的アジリ
ティを打ち出し、ストレステスト実施やデューデリジェン
スを強化することは、ディスラプション（破壊的変化）
や厳しい状況下でも結果を生み出すための準備となる
であろう。

 • 気候変動関連リスク：CFOの役割がESGと気候変動
に関連する内容まで拡大するにつれ、気候変動関連リ
スクのモデル化に取り組むことは今後不可欠になるで
あろう。気候変動関連リスクの評価に必要とされる能
力は従来のCFOの役割とは若干異なることから、この
分野において適切な人材の獲得、または既存の人材
の再教育が必要となるかもしれない。

 • 企業統治（ガバナンス）リスク：本サーベイ結果によ
ると、企業統治リスクをビジネス上の最優先事項と考
えているCFOの割合はアジア太平洋地域全体でわず
か9％に過ぎず、日本のCFOの割合が24％でトップと
なっている。CFOが生成AIを中心にテクノロジーの可
能性を活かすためには、あらゆる国・地域や業界にお
いてテクノロジーに対する信頼とガバナンスを向上さ
せることが不可欠になる。

CFOは、企業組織という大きなエコシステムの中で自らを
重要な役割として認識し、積極的に顧問弁護士、リスク管
理チーム、事業部門のリーダーと連携しながら重大リスク
管理に向き合い、機会の活用とのバランスをとるべきであ
る。

2. サステナビリティへの取り組みの強化における役割の
拡大を図る
昨今、気候変動とサステナビリティに関する必須事項に注
目が集まり、企業の経営方針の重要アジェンダとなりつつ
ある。アジア太平洋地域において企業が自社のサステナビ
リティの取り組みを拡大するためにより多くの資金を配分
するなかで、CFOは収益性と気候変動への影響とのバラン
スを戦略的にとるというユニークな立場に立たされている
ことに気付くだろう。持続可能な開発に関するCFOの責任
には、主として気候変動リスクに関する情報の開示、環境
影響評価の実施、企業の炭素排出量の会計処理などが主
に含まれる。例えば、中国のグリーンファイナンス市場の拡
大や、企業の炭素排出量の監査に対する需要の増大は、
持続可能な開発の分野におけるCFOの役割を拡大させる
ことになると予想される。

これから待ち受ける複雑な時勢を 
乗り越える為に
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CFOの役割の拡大を受けては、次の2つのことが言えるだ
ろう。1つ目は、CFOが気候変動関連の重要事項に取り組
むためのスキルアップや新しい能力、特にデータガバナン
スへの対応力とデータ照合能力を身につける必要がある
こと。そして2つ目は、CFOの新たなキャリアパスとして、
近い将来に最高財務兼サステナビリティ責任者（CFSO＝
chief finance and sustainability officer）という役職の
出現、増加の可能性があることである9。CFSOは比較的
珍しい役職ではあるが、重要性を増している役職であり、
サステナビリティへの取り組みやコミットメントが十分に確
立された企業によく見られる役職である。CFSOは、CFO
や最高サステナビリティ責任者（CSO）よりも上位に位置
づけられ、企業のビジネス戦略と経理財務、サステナビリ
ティとの統合を監督する。サステナビリティをビジネス活動
に統合するには詳しく深い経理・財務知識が必要であるこ
とから、経理・会計のバックグラウンドを持つ者が通常こ
の役職に就いている。したがって、経理・会計・財務の専
門家が、企業のサステナビリティ・アジェンダを主導し、
CFSOの役割を担う上で有利な立場にある。つまり、今日
の経理・会計・財務の専門家にとっては将来のキャリアの
選択肢としての可能性を示している。

3. 経理財務部門への投資と報酬以上のインセンティブを
支給する
企業の規模と複雑さが増すにつれて、経営層（CxO）の役
割はより広範なものに変容しており、また機能間の境界が
より流動的になっている。テクノロジーの力を最適に活用
しながら、進化する経済環境やビジネス環境の複雑さを乗
り切るためには、CFOは自身の周りに一流の人材を配置
しなければならない。このことは、人材の獲得や定着はも
はや人事部門の専門領域ではなくなっているということ意
味しているのである。

CFOは自身の部門・チームをより理解するための努力と、
報酬の枠組みを超えたインセンティブを受け取れるような
体制の構築に身を投じる必要がある。コーチング、メンタ
リング、リーダーシップ開発を優先し、企業の戦略的目標

と職務上の目標とを整合させる明確な道筋をチームメン
バーが設定できるよう支援しなければならない。また、個
別の後継者育成計画の策定に時間を費やすだけでなく、
組織における重要な役割に対しても、チーム内のテクニカ
ルスキル、分析スキル、リーダーシップスキルの最適なバラ
ンスを考慮しなければならない。

4. デジタルテクノロジーのチャンピオン（推進者）兼ス
チュワード（統制者）にならなければならない
今後数十年にわたり発展し、業界をリードすることを目指
す企業にとっては、適切なタイミングでの正確なデータへ
のアクセスや、経理・財務の生産性と意思決定を強化する
ために生成AIを活用する能力が極めて重要になる。本
サーベイ結果によれば、自部門を強化するために、ビッグ
データやアナリティクスを実際に活用しているか、あるいは
AIや機械学習のソリューションを積極的に模索している
CFOはごく一部に過ぎないのである。しかし、テクノロジー
がCFOにとってますます重要な役割を果たすことになると
しても、成功のカギには次の2つの要素があることを強調
しておかなければならない。

1. データの正確性、可用性、および一貫性

2. 堅牢かつアジャイルな統合型テクノロジーインフラ
ストラクチャの存在

これらの基盤を整備できる企業は、ビジネス環境や経済環
境の不確実性を乗り越え、競争上の優位性を強化する上
で有利な位置に立っていることに気づくであろう。この点で
こそ、今日のCFOが重要な役割を果たすことになるので
ある。生成AIを中心にしたデジタルテクノロジーへの投資
は、変革を導く重要な要因であり、複雑性の管理と生産性
の向上の両方に不可欠となるであろう。CFOは、デジタル
言語を習得するとともに、テクノロジーに適切な投資を適
切なタイミングで行い、自社にとって最適な価値が生み出
される方法でテクノロジーを総合的に活用するよう努力し
なければならない。
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自主的開示から開示の義務化へ：アジア太平洋地域の諸
国が気候変動やESGに関して、自主的な報告から報告の
義務化へ移行するなかで、同地域における最近の動向と
実施中の取り組みの一部を以下に紹介する。

 • オーストラリア：国際サステナビリティ基準審議会
（ISSB）の気候関連情報の報告基準に基づく報告義務
は、オーストラリアでは2025年度から3年間にわたり
段階的に導入される予定である。同基準で求められて
いる開示範囲が広範であることから、基礎となるシス
テムやプロセスの準備作業も広範囲に及ぶことになる。

 • シンガポール：シンガポール証券取引所は、気候関連
財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づき、
気候変動に関する報告を段階的に義務化するアプ
ローチを導入した10。義務化のレベルや開示範囲を
徐々に引き上げる傾向は今後も続く可能性が高いであ
ろう。残念ながら、情報開示が任意である市場では、
情報開示の決定は依然としておおむね発行体の裁量
に委ねられていることから、進展は遅々として進んでい
ない。

 • 中国：中国は自主的な開示制度から義務的な開示制
度に移行しており、上場企業、金融機関、国有企業、
および高度の汚染に繋がる産業に従事する企業に対す
る規制の強化を進めている。中国証券監督管理委員
会は2020年4月に上場企業に向けた IR管理ガイド
に関する新しい規則を公表、ESG報告開示を強調し、
2020年5月から義務化した。さらに、香港証券取引
所は、気候に関する開示基準を気候関連財務情報開
示タスクフォース（TCFD）および国際持続可能性基準
委員会（ISSB）の標準に合わせることを優先すると発
表した。

 • インド：事業責任とサステナビリティ報告（BRSR）の
枠組みは、企業が持続可能かつ責任ある慣行をビジネ
ス活動に組み入れるのを支援することを目的としてい
る。インド証券取引委員会（SEBI）は、2012年に事業
責任報告書（BRR）を導入し、インドの時価総額上位
100社の上場会社にBRRを提出することを義務付け
た。BRRは2021年までにBRSRに進化し、BRSRは
インドの時価総額上位1000社の上場会社に義務付け
られるESG報告の包括的な枠組みとなった。さらに、
BRSRコアと呼ばれるBRSRの下で選ばれたKPI（重
要業績評価指標）は、2024年度（2023年4月1日
～2024年3月31日）から2027年度（2026年4月
1日～2027年3月31日）までの導入初期の期間（グ
ライドパス）においては合理的なアシュアランス（保証）
の取得が義務付けられる。BRSRは、企業のためにサ
ステナビリティのパラメーターに関する情報を開示する
ことになっており、同情報の比較可能性を向上させる
ことになるであろう。

 • 日本：サステナビリティ基準委員会（SSBJ）は、国際
サステナビリティ基準審議会（ISSB）が公表するIFRS
（国際財務報告基準）の基準と同等の日本版基準を策
定しており、今後数年以内の公表を目指している。さら
に、サステナビリティ等に関する企業の考え方や取り組
みの情報開示に関する新たな要件が有価証券報告書
に定められるなど、サステナビリティ情報の開示義務
化の範囲が徐々に拡大していくなかで、経理財務部門
はこれまで以上に幅広い開示に備える必要があると予
想される。

Appendix
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